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基盤Gの1年間の成果
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No. 報告書種別・番号 報告書名 テーマ 発行日

1 NR189, 190
科学技術の状況に係る総合的意識調査(NISTEP定点調査
2019)報告書及びデータ集

NISTEP定点
調査

4月

2 データ ROR-NISTEP大学・公的機関名辞書対応テーブル データ情報基盤 5月

3 データ NISTEP大学・公的機関名辞書(Ver. 2021.1) データ情報基盤 6月

4 RM311 科学技術指標2021 科学技術指標 8月
HTML版、英語版(11月)

5 RM312 科学研究のベンチマーキング2021 科学計量学 8月

6 RM314
研究活動把握データベースを用いた 研究活動の実態把握(研
究室パネル調査2020): 基礎的な発見事実

パネル調査 10月

7 DP202
我が国の大学の研究活動における国内・海外とのつながりに関す
る分析

パネル調査 11月

8 データ NISTEP機関同定プログラムの公開(登録者のみ) データ情報基盤 12月

9 DP204
新型コロナウイルス感染症による日本の大学における研究活動へ
の影響

NISTEP定点
調査

1月

10 DP180
大学の研究施設・設備等の維持・管理費が研究活動に及ぼす
影響の考察: 「長期のインプット・アウトプットマクロデータを用いた
日本の大学の論文生産の分析」の補遺

科学計量学 2月

https://www.nistep.go.jp/research/science-and-technology-indicators-and-scientometrics/indicators


講演の構成

マクロな視点から

• 研究力の現状

大学群としての構造の観点から

• ドイツや英国との比較から見る日本の特徴

研究のプロセスに注目した新たな取り組み

• 研究室パネル調査2020
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マクロな視点から
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◼ 研究力の現状
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論文数（分数）の世界ランク

米国 中国 ドイツ 英国 日本 フランス 韓国
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Top10％補正論文数（分数）の世界ランク
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Top1％補正論文数（分数）の世界ランク

主要国の論文数、注目度の高い論文数における世界ランクの変動

◼ 日本の論文数及び注目度の高い論文数(Top10％・Top1％補正論文数)における世
界ランクが、2000年代半ばから低下。

◼ 分数カウント法では、日本の論文数(2017-2019年の平均)は第4位、Top10％は第
10位（前年から1つ後退）、Top1％補正論文数は第9位。

注1：Article, Reviewを分析対象とし、分数カウント法により分析。3年移動平均値であり、2018年は、2017-2019年平均値における世界ランクを意味する。
注2：論文の被引用数（2020年末の値）が各年各分野（22分野）の上位10％（1％）に入る論文数がTop10％（Top1％）論文数である。Top10％（Top1％）補正論文数とは、
Top10％（Top1％）論文数の抽出後、実数で論文数の1/10(1/100)となるように補正を加えた論文数を指す。
データ: クラリベイト社 Web of Science XML (SCIE, 2020年末バージョン)を基に、科学技術・学術政策研究所が集計。

日本4位

日本10位

日本9位

分数カウント法とは、 1件の論文が、日本の機関Aと米国の機関Bの共著の場合、日本を1/2、米国を1/2と数える方法。論文の生産への貢献度を示している。
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世界の科学研究の拡大: サイエンスマップから見る変化

◼ 論文データベース分析により国際的に注目を集めている研究領域を抽出・可視化。これま
で9時点のサイエンスマップを作成。

◼ 全世界における研究領域数はサイエンスマップ2002から2018にかけて、約50%増加し
ている一方で、日本の参画領域数は停滞。

◼ 欧州の主要国は、国際共同研究を通じて、多様な研究領域に参画。

902領域

データ： 科学技術・学術政策研究所がクラリベイト・アナリティクス社Essential Science Indicators (NISTEP ver.)及びWeb of Science XML (SCIE, 2019年末バージョン)をもとに
集計・分析、可視化（ScienceMap visualizer）を実施。
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注: 参画割合は、世界全体の研究領域数の中で、各国が参画している研究領域数の割合。
サイエンスマップ2018の日本については、274(日本が参画している研究領域数)/902（世界の
研究領域数) から30%となる。

注: 白丸は研究領域の位置を示している。



◼ 過去のサイエンスマップからの継続性と、他の研究領域との関与の強さから、研究領域を
4つに分類。

Sci-GEOチャートに見る世界の状況
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コンチネント型
（大陸）

スモールアイランド型
（小島）

アイランド型
（島）

ペニンシュラ型
（半島）

サイエンスマップ

Sci-GEOチャート
（Chart represents geographical characteristics of Research 

Areas on Science Map）

⚫小規模領域
⚫一番領域数が多い
⚫入れ替わりが活発（6割程度は検出されない）
⚫3割程度がアイランド型へ移行[大型化へ]
⚫1割程度がコンチネント型へ移行[大型化へ]

⚫大規模領域
⚫領域数は領域全数の約2割
⚫入れ替わりが小程度（3割弱は検出されない）
⚫2割弱がアイランド型へ移行
⚫6割弱がコンチネント型で継続

スモールアイランド型

コンチネント型

継続性があり規模も
大きい研究領域

新たな研究の芽となる
可能性のある研究領域

7
データ： 科学技術・学術政策研究所がクラリベイト社Essential Science Indicators (NISTEP ver.)及びWeb of Science XML (SCIE, 2019年末バージョン)をもとに集計・分析を

実施。



◼ 日本は、スモールアイランド型が23％、コンチネント型が35％であり、世界のバランス(ス
モールアイランド型36％、コンチネント型20％)とは違いが存在。

◼ サイエンスマップ2004との比較: 日本についてはコンチネント型の割合の増加、スモール
アイランド型の割合の減少。

Sci-GEOチャートに見る主要国の参画状況（領域数）

データ： 科学技術・学術政策研究所がクラリベイト社Essential Science Indicators (NISTEP ver.)及びWeb of Science XML (SCIE, 2019年末バージョン)をもとに集計・分析を
実施。 8
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米国における主要な国際共著相手国・地域の上位10位

◼ 米国の国際共著相手を見ると、日本の位置づけが低下傾向。

◼ 中国は、米国の国際共著相手として存在感を高めている。米国の全分野及び8分野中7
分野において国際共著相手の第1位に中国が位置。

注：整数カウント法による。矢印始点●の位置は、2007-2009年の日本のランクである。矢印先端が2017-2019年の日本のランクである。シェアは、米国における国際共著論文に占める当該
国・地域の割合を指す。
データ: クラリベイト社 Web of Science XML (SCIE, 2020年末バージョン)を基に、科学技術・学術政策研究所が集計。

整数カウント法とは、1件の論文が、日本の機関Aと米国の機関Bの共著の場合、日本を1、米国を1と数える方法。論文の生産への関与度を示している。

1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位 9位 10位

中国 英国 ドイツ カナダ フランス オーストラリア イタリア 日本 スペイン オランダ

27.4% 14.0% 11.7% 10.6% 7.8% 6.8% 6.8% 5.7% 5.3% 5.1%

中国 ドイツ 英国 韓国 フランス インド カナダ 日本 イタリア スペイン

37.0% 9.9% 8.3% 5.7% 5.6% 5.1% 4.9% 4.7% 4.2% 3.9%

中国 韓国 ドイツ 英国 日本 カナダ インド フランス オーストラリア イタリア

50.5% 8.8% 7.0% 6.5% 4.4% 4.1% 3.8% 3.7% 3.3% 2.7%

中国 ドイツ 英国 フランス イタリア 日本 スペイン カナダ スイス ロシア

26.8% 24.8% 21.4% 16.5% 12.7% 11.6% 10.4% 9.9% 9.1% 8.8%

中国 英国 カナダ ドイツ フランス 韓国 イタリア オーストラリア インド スペイン

35.6% 9.4% 7.6% 7.2% 6.4% 4.7% 4.5% 4.0% 3.7% 3.5%

中国 英国 韓国 カナダ ドイツ イタリア フランス インド オーストラリア イラン

45.5% 6.5% 6.3% 5.7% 4.9% 4.3% 3.9% 3.8% 3.7% 3.3%

中国 英国 カナダ ドイツ オーストラリア フランス スイス イタリア スペイン 日本

30.9% 15.1% 12.0% 11.4% 9.3% 9.0% 5.1% 4.9% 4.8% 4.7%

英国 中国 カナダ ドイツ イタリア オーストラリア オランダ フランス スペイン 日本

17.4% 16.2% 16.1% 12.5% 10.2% 8.9% 8.3% 7.9% 6.6% 6.6%

中国 英国 ドイツ カナダ フランス オーストラリア イタリア ブラジル 日本 スペイン

22.4% 14.2% 11.2% 10.6% 7.1% 7.0% 5.9% 5.5% 5.5% 5.0%

日本

13位

全分野

化学

材料科学

物理学

計算機・

数学

工学

環境・

地球科学

臨床医学

基礎

生命科学

日本

11位
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(OECD購買力平価換算)や研究者数の推移
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注：1) 日本(OECD推計)は、日本の大学部門の人件費部分を研究に従事する度合いを考慮し、補正した研究開発費である。
2) FTE (Full-Time Equivalents)は研究に従事する度合いを考慮した実質研究者数、HC(Head Count)は実数研究者数である。
3) 米国の大学は2000年以降、研究者数が発表されていない。

出典：科学技術指標2021, 科学技術・学術政策研究所 調査資料-311 (2021)

【大学の研究者数】【大学の研究開発費】
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◼ 大学・公的研究機関の研究環境（基盤的経費、研究時間、研究支援人材）に対する厳しい認識
は、第5期科学技術基本計画期間中も継続。

研究環境及び研究資金の状況

11

注1: 指数・指数の変化は上位10の質問を青色、下位10の質問を赤色、評価を変更した回答者割合は上位20を黄色で示した。
注2: 意見の変更理由は例であり、データ集にはすべてを掲載している。

2020 2016→20

－0.37pt

【

理

由

】

評価を下げた理由: [多数の記述]基盤的経費は年々減少/幹部が

交代し所属する研究機関の運営方針が変わり，基盤的経費の配分

状況が極端に悪化した/機関からの経費のみで研究活動を行うこ

とは難しく，外部資金の獲得により研究活動が実施される

研究開発における基盤的経
費(内部研究費等)の状況

－0.45pt

【

理

由

】

評価を下げた理由: コロナウイルス感染症対策のために在宅勤

務になったが，これを経験して，縮小すべき庶務が多々あること

が分かった/コロナ禍の影響でオンライン授業などの資料を作成

するための人材は確保されなかったため

研究時間を確保するための取組

－0.11pt

【

理

由

】

評価を下げた理由: [多数の記述]URAの人数が少ない/適切な能

力を持った人材が存在するのかどうかは疑問/存在を知ってみる

と，彼らがあまりに忙しそうなので，負担をかけないようにと

思ってしまう

研究活動を円滑に行うためのリ
サーチ・アドミニストレーター
等の育成・確保

41.4%

45.0%

46.9%

指数 指数変化
評価を変更した
回答者割合

2.2pt

2.0pt

2.4pt

－0.67pt

【

理

由

】

評価を下げた理由:[多数の記述]施設・設備の老朽化/[多数の記

述]施設・設備の維持管理や更新が困難/研究所の中心的な実験施設

である大型装置の予算が差し止められそうである.実際に止まった

場合は若い人材は本分野に入ってこなくなる

創造的・先端的な研究開発・人
材育成を行うための施設・設備
環境

我が国における知的基盤や研究
情報基盤の状況

47.8%

46.4%－0.67pt

【

理

由

】

評価を下げた理由: [多数の記述]電子ジャーナル高騰や予算不足

に伴う，論文購読の縮小・廃止/セキュリティの点，国としての競

争力を向上させる点で工夫の余地があると感じる/デジタル化され

た資料，データへのアクセスが遅れている

4.2pt

3.5pt

(指数の解釈)



大学群としての構造の観点から

◼ ドイツや英国との比較から見る日本の特徴

12

村上昭義・伊神正貫、科学研究のベンチマーキング2019、科学技術・学術政策研究所、調査資
料-288、2020年3月

報告書はこちら



日英独の論文数シェア(大学グループ)ごとの大学数の比較

◼ 第1グループ: 4大学（日本、英国）、ドイツ（1大学）

◼ 第2グループの大学数はドイツで最大（37大学）

◼ 英国と日本では、第2グループと第3グループの大学の数はほぼ逆

◼ 第4グループ: 英国やドイツと比較して、日本の大学数が多い

13

注1: 自然科学系の論文数シェアに基づく分類である。ここでの論文数シェアとは、各国の大学等部門の全論文数（分数カウント法）に占めるシェアを意味する。
注2: 本文中や図表中では、グループのことをGと表記することがある(例:第1グループを第1Gと表記)。
注3: 日本の大学グループ分類は、調査資料-271に詳細な分類を示している。英国とドイツの大学グループ分類では、調査資料-271と同様に、2009-2013年の論文数シェアを用いた。
注4: 参考として掲載した各国の全大学数は、文部科学省「諸外国の教育統計」平成31（2019）年版から数値を引用した。
注5: ドイツの全大学数は、専門大学（ファッハホーホシューレ(Fachhochschule, FH）)、総合大学（一部、工科大学、医科大学を含む）、教育大学、神学大学、芸術大学を含めた

数である。
(データの出典)クラリベイト・アナリティクス社 Web of Science XML (SCIE, 2018年末バージョン)を基に、科学技術・学術政策研究所が集計。

日英独の大学グループ分類（2009-2013年の論文数シェア）別の大学数

大学
グループ

論文数シェア（2009-13年） 日本 英国 ドイツ

第1G 4.5％以上 4 4 1

第2G 1％以上～4.5%未満 13 26 37

第3G 0.5％以上～1％未満 27 13 12

第4G 0.05％以上～0.5％未満 140 58 25

合計数 184 101 75

（参考）各国の全大学数 782 162 428



【参考】大学グループ分類
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【論文数シェア(2009～2013年の論文数, 自然科学系)を用いた大学のグループ分類】

注1： 自然科学系の論文数シェアに基づく分類である。ここでの論文数シェアとは、日本の国公私立大学の全論文数（分数カウント）に占めるシェアを意味する。
第1グループの上位4大学の論文数シェアは4.5％以上を占めている。

注2： 大学数のカッコ内の数は、国立大学、公立大学、私立大学の該当数を示す。
注3： 第1グループ～第3グループの大学名は、国立大学、公立大学、私立大学の順番で五十音順に並べている。第4グループの大学名は、国立大学、公立

大学、私立大学のそれぞれについて五十音順で5つまでを表示した。大学共同利用機関、高等専門学校については論文数シェアと関係なく、その他グ
ループに分類している。

大学
グループ

論文数シェア
（2009-13年）

大学数 大学名

第1G
1％以上のうち
上位4大学

4
(4, 0, 0)

大阪大学, 京都大学, 東京大学, 東北大学

第2G 1％以上～
(上位4大学を除く)

13
(10, 0, 3)

岡山大学, 金沢大学, 九州大学, 神戸大学, 千葉大学, 筑波大学, 
東京工業大学, 名古屋大学,広島大学, 北海道大学, 慶応義塾大学, 
日本大学, 早稲田大学

第3G
0.5％以上
～1％未満

27
(18, 3, 6)

愛媛大学, 鹿児島大学, 岐阜大学, 熊本大学, 群馬大学, 静岡大学, 
信州大学, 東京医科歯科大学, 東京農工大学, 徳島大学, 鳥取大学,
富山大学, 長崎大学, 名古屋工業大学, 新潟大学, 三重大学, 山形大学,
山口大学, 大阪市立大学, 大阪府立大学, 横浜市立大学, 北里大学,
近畿大学, 順天堂大学, 東海大学, 東京女子医科大学, 東京理科大学

第4G
0.05％以上
～0.5％未満

140
(36, 19, 

85)

国立：秋田大学, 旭川医科大学, 茨城大学, 岩手大学, 宇都宮大学, 他
公立：会津大学, 秋田県立大学, 北九州市立大学, 岐阜薬科大学, 九州歯科大学, 
他
私立：愛知医科大学, 愛知学院大学, 愛知工業大学, 青山学院大学, 麻布大学, 他

その他
G

0.05％未満 - 上記以外の大学、大学共同利用機関、高等専門学校

データ: 日本の大学システムのアウトプット構造：論文数シェアに基づく大学グループ別の論文産出の詳細分析, 科学技術・学術政策研究所, 調査資料-271



◼ 日本は第1グループから第4グループまでの各大学グループが同程度の論文数シェア

◼ 英国は第2グループの割合が最も大きく、第1グループと合わせて約8割の論文を産出

◼ ドイツは第2グループの割合が顕著に大きく、第2グループだけで約8割の論文を産出

日英独の大学グループ別論文数の推移
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注1: Article, Reviewを分析対象とし、分数カウント法により分析。3年移動平均値（2016年は、2015～2017年の3年平均値）である。
クラリベイト・アナリティクス社 Web of Science XML (SCIE, 2018年末バージョン)を基に、科学技術・学術政策研究所が集計。

日英独の大学等部門における大学グループ別論文数の推移
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◼ 上位の大学の論文数: 日本の方がドイツより多い①、日本と英国は同程度①’

◼ 上位に続く層の大学(10位～50位程度)の論文数: 独英と比べて日本の方が少ない②

◼ 論文数規模の小さい大学の数: 独英と比べて日本の方が多い③

日英独の大学の論文数分布の比較
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日本 45,173
ドイツ 43,567

論文数の合計

日本 45,173
英国 46,979

論文数の合計

注1: Article, Reviewを分析対象とした。分数カウント法を用いた。10年間で論文数が500件以上の大学を分析対象とした。
(データの出典)クラリベイト・アナリティクス社 Web of Science XML (SCIE, 2018年末バージョン)を基に、科学技術・学術政策研究所が集計。
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◼ 論文数規模は小さいが、特定分野において個性(強み)を持つ大学が多数存在

特定の分野で存在感を示す大学は多い

注1: Article, Reviewを分析対象とした。整数カウント法を用いた。
注2: Nature, Science等の一部の雑誌を除いて、分野分類は雑誌単位の分類である。
データ: クラリベイト社 Web of Science XML (SCIE, 2018年末バージョン)を基に、科学技術・学術政策研究所が集計。

8分野のそれぞれについて、Q値※1が12%以上※2の日本の大学を抽出し、グループ別に分類 ※1: 論文数に占めるTop10%補正論文数割合
※2: 東京大学のQ値(全分野): 12.3%

論文数規模（世界シェア）

0.5%以上

0.5％未満
0.25%以上

0.25％未満
0.1%以上

0.1％未満
0.05%以上

0.05%未満
0.01％以上

第1グループ 第2グループ 第3グループ 第4グループ その他グループ

京都大学 早稲田大学 沖縄科学技術大学院大学

東京大学 立教大学

学習院大学

九州工業大学

早稲田大学 山形大学 沖縄科学技術大学院大学

大阪市立大学

鳥取大学

東京大学 名古屋大学 信州大学 東京都立大学 長崎総合科学大学

京都大学 東京工業大学 山形大学 お茶の水女子大学 広島工業大学

大阪大学 筑波大学 大阪市立大学 立命館大学 東北学院大学

九州大学 岐阜大学 立教大学 福岡工業大学

岡山大学 富山大学 日本歯科大学

神戸大学 東邦大学

早稲田大学 奈良女子大学

広島大学 沖縄科学技術大学院大学

千葉大学 宮崎大学

神奈川大学

甲南大学

工学院大学

会津大学

室蘭工業大学

山梨大学

首都大学東京

三重大学 弘前大学

東京農工大学 上智大学

筑波大学 高知大学

東京工業大学 香川大学

長岡技術科学大学

龍谷大学

京都大学 慶應義塾大学 近畿大学 帝京大学

東京大学 熊本大学 産業医科大学

自治医科大学 聖マリアンナ医科大学

東海大学 同志社大学

鹿児島大学 聖路加国際大学

東京理科大学 杏林大学

川崎医科大学

東京工業大学 横浜市立大学 総合研究大学院大学

奈良先端科学技術大学院大学

埼玉大学

沖縄科学技術大学院大学

京都産業大学

環境・地球科学

臨床医学

基礎生命科学

大学グループ

化学

材料科学

物理学

計算機・数学

工学
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ここで示したのは、分
析の1事例であり、
論文による個性の把
握にも多様な視点が
ある点に注意。



研究のプロセスに注目した新たな
取り組み
◼ 研究室パネル調査2020

18

松本久仁子・山下泉・伊神正貫、研究活動把握データベースを用いた 研究活動の実態把握(研究
室パネル調査2020): 基礎的な発見事実、科学技術・学術政策研究所、調査資料-314、2021
年10月

松本久仁子、我が国の大学の研究活動における国内・海外とのつながりに関する分析、科学技術・
学術政策研究所、Discussion Paper No. 202、2021年11月

報告書はこちら



研究室パネル調査の問題意識と概要

(問題意識)

◼ 現状把握を越えた、研究力向上の手段提示へ向けて、研究活動におけるインプットから
アウトプットの創出プロセス及びプロセスに影響を与える諸要因（ex. 環境、マネジメント、
研究者の行動原理）の分析が可能なデータセットの構築とそれに基づく分析が必要。

(概要)

◼ 大学の教員を対象に、教員自身、研究室・研究グループ、研究プロジェクトについて、時
系列で多様な項目を把握。

◆ 教員や研究室・研究グループの基礎的な情報

◆ 研究室・研究グループ(メンバー、環境等)や研究マネジメントの状況

◆ 研究室・研究グループで実施している研究プロジェクトの詳細

19



研究室パネル調査の調査対象者と実施状況

◼ 調査対象者

◆ 一定数※の自然科学系の論文を出している大学の理学、工学、農学、保健（医学）、保健
（歯薬学等）の部局に所属する助教以上の教員。

◆ 母集団を職位(3層)×分野(5層)×大学規模(2層)の計30層に分け、層別に調査対象者を抽出。

◆ 調査対象者は、ランダムサンプリング（以下、RS）とオーバーサンプリング※ （以下、OS）の2種
類の方法により選定。

◼ 3,601名（RS調査対象者：2,914名、OS調査対象者：687名）の調査対象者に
質問票調査を実施。

◼ 調査の実施期間: 2020年12月11日から2021年3月31日

◼ 有効回答数・率

◆ 全体: 2,542/3,601（有効回答率: 70.6%）

◆ RS調査対象者: 2,028/2,914 （有効回答率: 69.6%）

◆ OS調査対象者: 514/687（有効回答率: 74.8%）

20

※ 自然科学系の論文数における国内シェア（2009～2013年）が0.05%以上の184大学

※研究活動の規模が大きい研究責任者の標本数を一定数確保するためのサンプリング



職位

◼ 自然科学系の大学教員 の職位を全分野で見ると、助教、准教授・講師、教授のバラン
スは、概ね1/3ずつ。

◼ 分野別に見ると、保健(医学)では、助教の割合が高く、約半分を占めている。また、理学、
工学、農学では教授が約4割、助教が2割程度であり、助教の割合が低い。

21

大学教員の職位(全分野)

注: 該当質問のRSの有効回答(2,028)を用いて集計。
母集団推計した結果。

大学教員の職位（分野別）

助教, 
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准教授・講師, 
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教授, 
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17.8%
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34.0%

34.4%
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保健(歯薬学等)

該当割合

助教 准教授・講師 教授

注: 該当質問のRSの有効回答(2,028)を用いて集計。
母集団推計した結果。



研究室・研究グループの構造の分野間差

◼ 理学、工学、農学: 研究室・研究グループ内で上司が約半分の教員が上司も部下もいない、つまり
主に学部生や大学院生から構成される研究室・研究グループに所属。

◼ 保健(医学): 上司あり・部下ありの教員が33.3%。教授を筆頭に他の教員が連なるピラミッド型の
構造を取っている研究室・研究グループが多いと考えられる。

注1: 該当質問のRSの有効回答(2,028)を用いて集計。母集団推計した結果。
注2: ここでの部下の定義は、回答者に研究の進捗を定期的に報告する必要のある研究室・研究グループの教員やポスドクとした。
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上司あり 理学 工学 農学 保健(医学) 保健(歯薬学等)

教授 5.9% 8.1% 4.9% 16.9% 10.2%

准教授・講師 29.2% 27.6% 30.0% 75.4% 60.2%

助教 66.8% 67.7% 56.1% 90.7% 86.9%

研究室・研究グループにおける上司の有無(分野別, 職位別))

部下あり 理学 工学 農学 保健(医学) 保健(歯薬学等)

教授 52.4% 48.3% 49.6% 86.2% 73.0%

准教授・講師 29.1% 13.7% 16.5% 48.6% 40.2%

助教 14.7% 11.2% 8.2% 36.0% 23.5%

研究室・研究グループにおける部下の有無(分野別, 職位別)



◼ 助教が研究活動に用いる資金: 自身で獲得した外部資金に加えて、上司の獲得した外部資金が主
要な役割。

◼ 助教が「安定した職」を重視するとの認識を示す一方で、「知的好奇心」については、教授において重
視するとの割合が一番高い状況。

助教の独立性
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18.7%

8.6%

6.1%

24.7%

39.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知的好奇心

所属組織の方針

基礎原理の追求

現実問題の解決

挑戦的研究

注目度の高い研究

研究競争

名声

経済的成功

研究開発資金

安定した職

該当割合

教授 准教授・講師 助教

理学の職位ごとの研究開発費（総額）に占める
資金源別内訳の状況

研究に対する価値観(理学, 職位別; 重視するの選択割合)

理学の職位ごとの外部資金の獲得者別内訳の状況

注: 該当質問の理学のRSの有効回答（337）を用いて集計。母集団推
計した結果。 注: 該当質問のRSの有効回答(404)を用いて集計。母集団推計した結果。
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スタートアップ資金

◼ スタートアップ資金が0円であった(存在しなかった)とした教員の割合は、助教の約7割、教授や准
教授・講師の約5割。

◼ 職位が上がるほど、スタートアップ資金の額は増加する傾向にあるが、中央値でみると、いずれの職
位でもほぼ0円。
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研究室・研究グループのスタートアップ資金(職位別)

注: 該当質問のRSの有効回答(765)を用いて集計。母集団推計した結果。

48.7%

51.3%

71.5%

14.7%

18.2%

15.2%

14.2%

9.6%

6.9%

9.9%

9.2%

9.8%

11.4%

4.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

教授

准教授・講師

助教

該当割合

0万円 1万円～50万円 51～100万円

101万円～250万円 251万円～1000万円 1001万円～



研究室・研究グループにおける外国籍メンバーの状況
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◼ 外国籍メンバーの有無

外国籍メンバー有無（全分野）

職位別外国籍メンバーの平均人数（全分野）

◆ 研究室・研究グループ（マネジメント権限内）のメンバーに外国籍メンバーがいる割合は全体の35.6%。
分野別にみると、工学が最も高く、全体の47.1%が該当。

◼ 外国籍メンバーの人数・職位

◆ 研究室・研究グループ（マネジメント権限
内）のメンバーに外国籍メンバーがいる場合、
その人数（平均値）は2.67人。

◆ 職位別にみると、学生（修士・学部生と博
士学生）が78.8%を占め、外国籍メンバー
の多くは学生。

外国籍メンバー有無（分野別）



大学の研究PJTにおける海外との共同研究状況
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◼ 共同研究の状況
◆ 共同研究先のあるプロジェクトは全体の64.7%。

外国機関を含むプロジェクトは全体の11.5%。

◼ 共同研究先と知り合ったきっかけ

◆ 外国機関と共同研究を行っている場合、その相手先と知り合ったきっかけとして、研究室・研究グループ内
で既に面識を持っていたとする割合が最も高い（32.3%）。

外国機関との共同研究の状況

共同研究先(外国機関)と知り合ったきっかけ

面識有: 研究室・研究グループ内
• 過去に所属していた研究室・研究グループの上司や同僚
• 過去に自分ら指導したことがある研究者

面識有: 研究室・研究グループ外
• 研究室・研究グループ外で面識を持った研究者

例：所属機関(過去を含む)の他の研究室・研究グループの研究者
等



まとめ
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まとめ: 研究力の現状

◼ 日本の大学の研究開発費や研究者数

◆ 大学への資源投入（研究費や研究者数）は、他の先進諸国と比べて伸び悩み

◼ 論文指標に見る日本の存在感の低下

◆ 日本の注目度の高い論文数の世界ランクは2000年代半ばより低下。

◼ 我が国の研究領域の偏り等

◆ サイエンスマップの領域における「コンチネント（大陸）型」への偏重。融合領域や新興領域など、新
たな課題に挑む姿勢が後退している可能性。

◼ 国際知識ネットワークからの脱落

◆ 日本の国際共著論文数は着実に増加。ただし、主要国の国際共著相手における日本の存在感は
低下傾向。
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まとめ: ドイツや英国との比較から見る日本の特徴

(論文指標で見た中堅大学の役割)

◼ ドイツや英国は、日本と比べて上位に続く大学の層が厚く、そこには特定の分野で強みを
持つ大学が存在。

◼ 日本にも論文数規模が中小の大学の中に特定の分野で世界と競える強みを持つ大学
が多数存在。

→ ドイツや英国と比べて、多様な規模の大学から日本の研究力は構成されているという前提条
件を共通認識として持つ必要があるのではないか。

→ それを前提として、これらの大学の強みを伸ばす、言い換えれば各大学の個性を伸ばすこと
で、結果的に日本全体の研究の多様性と上位に続く中堅大学の層の厚みが形成されるよ
うな施策の展開が必要ではないか。
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まとめ: プロセスの理解に向けて

(助教の独立性)

◼ 自身で獲得した外部資金に加えて、上司の獲得した外部資金が主要。

◼ 助教が「安定した職」を重視するとの認識を示す一方で、「知的好奇心」については、教授
において重視するとの割合が一番高い状況。

◼ スタートアップ資金が措置されなかった助教が大多数。

→ 助教が「知的好奇心」を探求できる環境の構築が必要ではないか。
日本の研究室・研究グループの利点・欠点を踏まえた検討の必要性。

(研究の国際化)

◼ 日本の研究室・研究グループの外国籍メンバーの大半は学生。

◼ 外国機関の共同研究先と知り合ったきっかけとして、研究室・研究グループ内・外で既に
面識を持っていたとする割合が最も高い。

→ 教育段階も含めた人的な交流、海外への研究留学等を通じた国際ネットワークの構築を一
層進めて行く必要があるのではないか。
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